
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和5年度分）を活用した事業の実績及び効果検証

1
物価高騰対応重点支
援給付金【物価高騰
対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。

②令和5年度分の住民税非課税世帯（936世
帯）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R5.12 R6.3 64,996,648 61,706,648 0 3,290,000

電力・ガス・食料品等価格高騰によ
り影響を受けている低所得世帯（非
課税世帯）の家計負担を軽減する。

申請率95％以上

支給世帯数　923世帯

申請率　98.61％

物価高騰の影響により支援を
必要としている世帯に対し、概
ね支給することができ、家計へ
の負担軽減を図ることができ
た。

健康福祉課

2

物価高騰対応重点支
援給付金（均等割の
みの課税世帯）【物価
高騰対策給付金】

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税
世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。

②令和5年度分の住民税均等割のみ課税世
帯（210世帯）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.2 R6.4 21,272,348 21,272,348 0 0

電力・ガス・食料品等価格高騰によ
り影響を受けている低所得世帯（住
民税均等割のみ課税世帯）の家計
負担を軽減する。

申請率95％以上

支給世帯数　200世帯

申請率　95.24％

物価高騰の影響により支援を
必要としている世帯に対し、概
ね支給することができ、家計へ
の負担軽減を図ることができ
た。

健康福祉課

5

物価高騰対応重点支
援給付金（こども加
算）【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で子育てしている低所得
世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。

②令和5年度分の住民税非課税世帯及び住
民税均等割のみ課税世帯の子ども（44世
帯・77人）

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.2 R6.3 3,856,402 3,856,402 0 0

電力・ガス・食料品等価格高騰によ
り影響を受けている子育て中の低
所得世帯について家計負担を軽減
する。

申請率95％以上

支給世帯数　44世帯(77
人）

申請率　100％

物価高騰の影響により支援を
必要としている世帯に対し、概
ね支給することができ、家計へ
の負担軽減を図ることができ
た。

健康福祉課

6
水稲農家支援肥料高
騰緊急対策事業

①物価高騰や米価下落により所得が著しく
低下している稲作経営体は、生産費高騰の
影響が大きいことから、高騰した肥料費の一
部について助成を行い、水稲及び水稲から
転換した作物の再生産を支援する。

②町内水稲農家

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R5.10 R6.3 2,935,369 2,500,000 0 435,369

稲作農家における水稲及び水稲か
らの転換作物の再生産を支援す
る。

支援件数605件

支援件数　383件

稲作農家に対し水稲及び転換
作物の面積に応じて助成を行
い、事業継続及び再生産等を
支援することができた。

負担軽減額　2,814千円

産業振興課

7
応援商品券支給事業
（第2弾）

①エネルギー・食料品価格等の価格高騰に
より影響を受けている町民の生活を応援し、
町内でのみ利用できる商品券を配布するこ
とにより、事業者支援を図る。

②町民及び事業所

Ⅰ．物価高から国民
生活を守る

R6.1 R6.11 36,460,413 33,863,000 0 2,597,413

電力・ガス・食料品等価格高騰によ
り影響を受けている町民の生活を
応援し、事業所支援を図る。

商品券利用率96%以上目標

商品券利用率　95.67％

電気・ガス・食料品等価格高騰
等により影響を受けている町民
の生活を応援し、消費を喚起す
ることにより事業所支援を図る
ことができた。

経済効果額　30,599千円

産業振興課

合　　　　　　　　　　計 129,521,180     123,198,398     -               6,322,782    
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